
 

 

平成２２年度 

篠山市当初予算の概要 

平成２２年２月 

兵庫県篠山市 

篠山城築城400年を記念し、市民の力を結集してまちを元気にしようと2000人

が手をつないで篠山城跡を囲んだ「しあわせの日～お城ドーナツ～」 



 

 

 平成２２年度の一般会計の予算規模は、２０６億８，６００万円（対前年度比２４億８，４００

万円の減、１０．７％の減）となっています。これは、平成２１年度から市債の繰り上げ償還６億

４，９００万円と兵庫医科大学篠山病院の建設補助１９億１，３７５万円がなくなったことによる

もので、これら２５億６，２７５万円を除くと対前年度比７，８７５万円増となり、実質０．４％

の微増となりますが、合併後最も少ない予算規模となっています。 次に特別会計については、今

年度から観光施設事業特別会計を廃止したため８会計となっており、特別会計の予算規模は、１２

４億３，４６０万円（対前年度比４億２，４９７万円の増、３．５％の増）となっています。 ２

つの企業会計の予算規模は、２６億９，４８１万円（対前年度比１億４，３１１万円の減、５．

０％の減）となっています。 

 以上、全会計を合わせた平成２２年度篠山市当初予算案の規模は、一般会計の減が影響し３５８

億１，５４２万千円（対前年度比２２億２１４万円の減、５．８％の減）とこちらも合併後最も少

ない予算規模となっています。 

１ 財政規模 

平成２２年度 当初予算 

予算規模の推移 
（単位：億円） 
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区     分 平成２２年度 平成２１年度 増減額 増減率 

一般会計 20,686,000 23,170,000 △ 2,484,000 △ 10.7 

特別会計〔８会計〕 12,434,604 12,009,638 424,966 3.5 

公営企業会計〔２会計〕 2,694,813 2,837,922 △ 143,109 △ 5.0 

合     計 35,815,417 38,017,560 △ 2,202,143 △ 5.8 
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51億6,560万円 

90億5,000万円 

10億6,249万円 

9億7,636万円 

14億6,206万円 

13億1,470万円 

4億5,200万円 

10億6,203万円 

25.0% 

構成比 
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２ 一般会計予算の概要 

歳 入 市税 51億6,560万円 前年度比△3億129万円 
 前年度と比べ減少している主な要因は、景気の低迷が続く中で個
人市民税及び法人市民税が大きく落ち込んだことによります。  

地方譲与税・交付金等 10億6,249万円 
                       前年度比△4,000万円 
 景気の低迷を受けて、地方消費税交付金をはじめとする６つの県
税交付金が減となりました。地方特例交付金は児童手当及び子ども

手当特例交付金の創設により大幅な増となっています。  

地方交付税        90億5,000万円 
                                         前年度比△2億5,000万円 
     基準財政需要額は国の地方財政対策により前年度並みに見込ま
れますが、臨時財政対策債への振替が大幅に増えることから減を見

込んでいます。 また、一本算定による基準財政需要額の減を１億

６，５００万円程度見込んでおります。   

分担金及び負担金、使用料及び手数料  
       9億7,636万円    前年度比△1,893万円 
 分担金及び負担金3,340万円減、使用料及び手数料1,447万円増 

国庫支出金 14億6,206万円 
                  前年度比＋3億5,282万円 
 子ども手当負担金や生活保護費負担金などにより、前年度予算か

ら増となりました。 

県支出金 10億6,203万円 前年度比＋7,080万円 
   
 県負担金では子ども手当負担金が、また県補助金では新山村振

興等農林漁業特別対策事業補助金の増などによります。 

繰入金 1億4,076万円 前年度比△12億5,164万円 
 地域福祉基金繰入金と財政調整基金繰入金の減によります。 

市債 13億1,470万円 
                         前年度比△9億9,610万円 
 主なものは市営住宅の整備にかかる公営住宅建設事業債、及び臨
時財政対策債が地方財政対策により増。逆に兵庫医大篠山病院の建

設に伴う合併特例債が今年度は皆減となったことによる減です。 

財産収入、寄附金、繰越金、諸収入 

4億5,200万円    前年度比△4,966万円 

市 税 

譲与税交付金等 
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23億581万円 

45億23万円 

23億2,531万円 

11.1% 

構成比 
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歳 出 

総務費 

民生費 

衛生費 

農林水産業費 

12億3,927万円 

土木費 

19億2,495万円 

6億5,540万円 

7億6,023万円 

教育費 

公債費 

50億4,369万円 

総務費 23億581万円      前年度比＋1,585万円 
 地上デジタル放送受信対策事業や市税の賦課徴収費が増額になったも
のの、築城４００年記念事業やチルドレンズミュージアム管理費が今年

度は皆減になったことにより微増となりました。    

民生費 45億23万円        前年度比+5億7,036万円 
 新たな子ども手当て支給事業や認定こども園の運営事業、介護基盤の
緊急整備特別対策事業による増額、障害者自立支援法給付事業や生活保

護措置事業などの給付が増額することなどにより増となっています。  

衛生費 19億3,111万円   前年度比△19億1,738万円 
  兵庫医大篠山病院の建設補助が今年度は皆減になったことにより大幅
な減となりました。  

農林水産業費 12億3,927万円   
                      前年度比+1,661万円 
   新山村振興等農林漁業特別対策事業や特産物対策事業、獣害対策事
業、里山彩園事業等の増額と、国の公共事業削減を反映して中山間地域

総合整備事業や村づくり交付金事業の減額によるものです。  

土木費  19億2,495万円   前年度比△1億9,401万円 
 主に国庫補助道路整備事業や下水道事業（公共・特環）特別会計への
繰出金の減額によるものです。  

消防費  6億5,540万円    前年度比△241万円 
 防災基盤整備事業の増額と、消防団員の退職報償金の減に伴う非常備
消防費の減によるものです。  

教育費 23億2,531万円   前年度比△2億6,242万円 
 小学校教育振興費や篠山城跡保存修理事業の増額、小中学校耐震化事
業や特別支援学校増築事業の減額により減となっています。  

公債費 50億4,369万円    前年度比△9億481万円 
 市債の繰上償還が今年度は皆減になったことと、通常償還の元金と利
子の減によるものです。 

議会費,労働費,商工費,諸支出金、予備費 

               7億6,023万円    前年度比△2億492万円 

21.8% 

9.3% 

6.0% 

9.3% 

3.2% 

11.2% 

24.4% 

3.7% 

19億3,111万円 



 

 

 

「ふるさと日本一、篠山市」をめざし、市民が心をひとつにして取り組む５つの「いちばんを

実現するため、まちづくりシンボル・プロジェクトを掲げました。 

これは、篠山再生のまちづくりを進めるにあたって、市民生活が行政の個々の分野で成り立つ

ものではないことから、それぞれの目標に向かって様々な事業を連携させることで、一体的・複

合的に実施する事業をまちづくりシンボル・プロジェクトとして位置づけたものです。 

 
   

  
 

 
   

３ ポイントとなる施策 

◎ まちづくりシンボルプロジェクト 
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昨年実施しました「丹波篠山築城４００

年祭」は、一過性のイベントとせず、４

００年祭を契機として、市民全体で取り

組む新しいまちづくりのスタートと位置

づけました。こうした市民活動を継続す

る「これから１００年のまちづくり事業

助成金（予算額400万円）」を創設し、
支援します。【企画課】 

 

篠山暮らし案内所と連携した篠山暮らしイベン

トの実施（予算額462万円）、篠山暮らしフリー
ペーパーの作成（予算額73万円）や、空き家資
源を広く周知する（予算額32万円）とともに利
用促進に繋げます。また、ふるさと篠山へ帰ろ

う住もう運動推進助成金（予算額400万円)を設
け各地域での自主的な取り組みを支援します。

このほか、「子育て

いちばん」、「企業

の振興・誘致と雇用

確保」など。定住促

進に取り組みます。

【企画課】 

 

 

篠山出身者や篠山ファンにご支援を頂

き、ふるさと納税の促進と応援団員募集

に引き続き取り組みます（予算額65万
円）。 

【企画課】 

 

「まちづくり協議会」の

取り組みが篠山市全体で

行なわれることにより、

コミュニティの活性化や

地域の元気につながって

いくことを大いに期待

し、協議会への運営費を

一定額補助（予算額50万

円×19地区,950万円）するとともに、各協議会の

拠点施設における賃借料や光熱水費などの負担額

に不公平が生じないように施設管理運営補助（予

算額42万円）に取り組みます。【市民協働課】 

これから１００年のまちづくり ふるさと篠山へ帰ろう住もう運動 

丹波篠山ふるさと応援団 まちづくり協議会 

市内の文化・芸術・スポーツ団体やボラン

ティア・ＮＰＯ団体、まちづくり協議会な

ど、幅広い団体・グループ・サークルの情

報発信や情報交換の拠点として「市民プラ

ザ」を市民センター内に開設し（予算額135
万円）、さまざまな活動を側面から支援し

ていきます。【市民協働課】 

 

新たに平成２３年度から１０年間の第二次篠山市

総合計画の基本構想及び５年間の前期基本計画を

策定します。【企画課】 

第二次篠山総合計画の策定 

市民プラザの開設 
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い
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役
所
い
ち
ば
ん 

「ふるさと日本一、篠山市」をめざし、市民が心をひとつにして取り組ための方策として、５つの

「いちばん」を柱としています。この５つの「いちばん」を実現するため、まちづくりシンボル・

プロジェクトとをはじめポイントとなる施策についてお知らせします。 
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介護基盤緊急整備事業 

 
市から民間移譲するデイサービスセンター（篠山、

今田）に認知高齢者グループホーム（定員各９名）

を併設するための補助金を助成します（補助金は全

額国庫補助金）。【福祉総務課】 

予算額 5,250万円 

消費生活センターの設置 
  （消費者行政推進費） 

消費生活センターを設置し、消費者行政相談補助員

１名を新たに雇用し、充実した消費生活相談を実施

します。【市民協働課】 

予算額 304万円 

新
規 

地域医療体制の確保 

 
市民みんなで地域医療を守る取り組みを大切にすると

ともに、救急医療対策や兵庫

医科大学篠山病院の医師確保

等を支援していきます。 

【福祉総務課】 

予算額 1億8,054万円 

継
続 

地上デジタル放送受信対策事業 
 
平成２２年度は、デジタル放送へ移行するための実質的な最終年度となる

ことから、未改修の１６組合と、

新たに難視聴地域となり共聴施設

設置を考える６地域に対し改修支

援補助金を交付し、平成２３年の

デジタル化完全移行に向けて、市

内全域で遅延無く、デジタル化へ

の対応ができるよう取り組みま

す。【企画課】 

予算額 7,655万円 

継
続 ＭＩＣＳ（汚水処理施

設共同整備）事業 

 
平成２１年度から「あさぎ

り苑」に、生活排水汚泥を

一括して乾燥処理を行う汚

泥乾燥施設の整備事業を進

めており、平成２２年度の

完成を目指します。一般会

計では共同施設となるあさ

ぎり苑の耐震補強工事を実

施します。【経営企画課】 

予算額 5億4,010万円 

継
続 

国庫補助道路整備事業 

 
市道大沢新栗栖野線（初田～真南条下間）の整備を

行ない、国道３７２号線までの接続を完了します。

(平成19～22年度継続事業、全体整備延長1,550

ｍ）。【地域整備課】 

予算額 1億5,549万円 

継
続 

◎ ５つの「いちばん」 

新
規 



 

 

学校教育推進事業 

 
ふるさとを愛する教育など学校教育の推

進の取り組みです。具体的には理科おもし

ろ推進事業、教育課程研究指定事業、小学

校外国語活動支援事業、学力向上実践推進

事業、化石発掘体験・教職員研修事業、こ

とばの力育成事業等を実施します。【学校

教育課】 

予算額 969万円 
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私立保育園大規模改修助成事業 
（保育所緊急整備事業） 

富山保育園の園舎の大規模改造工事（屋根、外壁、空調設備

等）について助成を行ないます。【こども未来課】 

予算額 1,504万円 

認定こども園事業 
 

認定こども園のモデル事業と

して、味間幼稚園・味間保育

園を一体化し、味間認定こど

も園を開設し、幼保一体化だ

けでなく、子育て支援や子育

て相談にも対応できる子育て

支援の総合施設という位置づけの元、体制整備を

すすめます。【こども未来課・学校教育課】 

予算額 3,920万円 

子育ていちばん条例（仮称）（次世代育成支援対策事業） 
 

地域あげての子育て推進が篠山市の基本理念であると位置づけるため、保護者

や地域の方々との協働のもとに「子育ていちばん条例（仮称）」の制定に取り

組みます。また、子育てガイドブックを作成し、子育て世帯にお配りします。

【福祉総務課】 

予算額 149万円 

新
規 

児童クラブ運営支援事業 
まちづくり協議会等が地域の子育て支援に自主的に取り

組む「児童クラブ」に対する運営補助事業を創設しま

す。平成２２年度はモデルとして城南地域でＮＰＯ組織

を立ち上げて、取り組んで頂く学童保育を支援します。 

【こども未来課】 
予算額 363万円 

幼児教育推進事業 

 
将来の認定こども園移行を視野に置

き、「くすのきクラブ」に続いて城東

保育所内に城東・多紀地区の預かり保

育施設として「しろたきクラブ」を併

設し、実施します。【学校教育課】 

予算額 2,039万円 

子ども手当支給事

業 

 
新たに中学生終了までの

児童を対象に、子ども手

当 を 一 人 に つ き 月 額

13,000円を支給します。

なお、平成22年度の市内

支給予定対象者の数は

5,043人となっています。【福祉総務課】 

予算額 6億5,851万円 

こども医療費助成 

 
こどもの医療費助成について、小学校６年生までの入院の無

料化と通院の助成を更に拡充し、中学校３年生まで枠を広げ

て助成します。【医療保険課】 

予算額 165万円 

新
規 

拡
充 

新
規 

結婚相談室の運営 
結婚相談室「輪～りんぐ～」は予想以上の大きな反

響と成果をあげています。登録者数は既に約１２０

名を数え、結婚に関する相談件数も千件を越えてい

ます。結婚相手の紹介や出会いの場を作り、内容の

充実を図ります。【人権推進課】 

予算額 174万円 

新
規 

継
続 

新
規 
新
規 

拡
充 



 

 

篠山城お濠浄化事業 
 
庁内プロジェクトで検討しています、「お濠の浄化」に

ついて、濠の水を抜き池干しを実施し、水の入れ替えを

行なうとともに、池蝶貝を使った水質濾過の実証実験に

取り組みます。【管財契約課】 

 

予算額 91万円 

町並整備事業 

 
伝統的建造物群保存地区内にある建物の保

存修理（河原町3棟、西新町1棟、小川町1

棟、東新町1棟）に対して助成を行います。

また、防災対策として消火栓ボックス等の

整備を実施します。 

【社会教育・文化財

課】 

予算額 3,671万円 

7 

景観法の導入（景観形成事業） 
 

市民・事業者・行政が協

働して、素晴らしい景観

を保全・継承すべく「篠

山市景観条例」を制定す

るとともに、景観行政団

体に移行します（景観計

画書、景観条例パンフ

レットの印刷、ホームページ作成委託等）。 

【景観室】 予算額 361万円 

脊椎動物化石保護・活用事業 
 

太古の生きもの係を中心とした庁

内の体制をつくるとともに、化石

展示コーナーを中心とした交流拠

点づくり、作業所における新たな

含有物の確認や調査研究、化石市

民講座や化石カフェなどの開催、

体験プログラムの実施などを通じ

て、化石の保護・活用をめぐる活動が市の誇りとなるよ

う、市民と一体となって取り組みます。【企画課】 

予算額 519万円 

拡
充 

拡
充 

企業誘致促進事業 
取り組みをさらに充実させ、市

内企業と連携して、企業紹介パ

ンフレットの配布や企業見学会

を開催し、市内就労の拡大や若

者Ｕターン支援に取り組みま

す。また、企業誘致の為の一定

の条件整備として、本年度は農

工団地中央地区の進入路整備に向けた測量設計に取り組み、

企業進出に有利な環境整備についても着手します。【企業振

興課】  予算額 1,630万円 

地区整備計画策定事業 

 
「宇土・吹新地区」、「城下町北地区」について

地域の将来像や土地利用を明確にし、建築や緑化

等の指針となる地区整備計画の策定に取り組みま

す。【地域整備課】  予算額 417万円 

継
続 

新
規 

森の学校復活大作戦 
 
映画「森の学校」で描かれた篠山の山・川・た

んぼなど豊かな自然環境を再生するよう「森の

学校復活大作戦」として、検討委員会を立ち上

げ、生き物調査をはじめ、これからの作戦プラ

ンを策定し、実践します。【生活課】 

 
予算額 30万円 

新
規 

～農都創造～アグリプラン２１事業 

 
農都宣言を具体

化する施策とし

て、土づくり対

策（地力増進景

観作物補助 30

万円）、特産物対

策（山の芋振興

奨励制度 663万円、認証等 105万円）、鳥

獣害対策（捕獲器助成等 113万円）、担い

手支援 212万円の４つの柱に取り組みま

す。【農林政策課】 

 

予算額 1,125万円 

新
規 

拡
充 

拡
充 
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新山村振興等農林漁業特別対策事業 

 
黒豆乾燥機（和田生産組合）購入補助100万円、集会施設（向

井公民館）建設補助3,050万円に取り組みます。【農林政策

課】 

予算額 3,236万円 

観光まちづくり推進事業 

 
県主体の新たな「あいたい兵庫キャン

ペーン」に参加し、観光キャラバンな

どの県外への観光PRを積極的に展開

し、観光パンフレットの作成をすると

ともに、おもてなし研修事業（接客研

修）を実施します。【丹波篠山黒まめ

課】 
予算額 141万円 

～農都創造～丹波篠山楽農サポー

ター・篠山楽農スクール  
         （就農・担い手支援事業） 

高齢化や担い手不足により農地の荒廃が懸念さ

れる集落に対し、市内住民や都市市民の力を借

りて、農村地域との交流を図りながら、農村体

験、農業体験に取り組む「丹波篠山楽農サポー

ター」事業に取り組みます。また、若者の積極的

な就農を促進し、農家後継者や就農希望者を育

てることを目的として「篠山楽農スクール」を開

設します。【農林政策課】 

予算額 89万円 

～農都創造～有害鳥獣対策事業 
 

平成２２年度は獣害防護柵５．４ｋｍの整備と、

市猟友会と連携しながら、直接駆除をおこなう

他、追い払い用のエアガンやロケット花火等の用

具提供などの支援策を充実します。また、捕獲従

事者の確保のため、新規狩猟免許取得の助成を行

なうとともに、被害住民と市猟友会が協力し囲い

わなを設置し、獣害に強い集落づくりを進めま

す。【農林政策課】 

予算額 3,553万円 

拡
充 

拡
充 

新
規 

新観光ルート開発と「えこりん」事業 
                 （観光まちづくり戦略事業） 
市内全域を対象に自転車や徒歩を利用した、これまでに無

い視点で丹波篠山「イチオシ」の観光資源を発掘し、新た

に観光ルートを開発しＰＲ活動を行ないます。また、電動

自転車を活用した「えこりん」については引き続きJR篠山

口駅、観光協会、大手前展

示館などでのレンタサイク

ル事業に取り組みます。

【丹波篠山黒まめ課】 

 

予算額 1,999万円 

新
規 

～農都創造～特産振興事業 
         （丹波篠山ブランド推進事業） 

 

市民提案でも頂いた新しいご当地グルメをインパク

トある形で発掘し、全国からの篠山の食材を使った

料理を公募し「ご当地グルメ篠山グランプリ」を開

催します。また、「大山の豆腐めし」「住山のごぼ

うめし」などの伝統食に光を当て、「チャレンジ

ショップ」の開店やイベント会場での伝統食フェア

を開催します。【丹波篠山黒まめ課】 

予算額 165万円 

新
規 

～農都創造～里山彩園と 

       篠山里山スクール 
              （里山林整備事業） 

 

自治会単位での里山林整備の取り組み

を支援するため、枝打ち、間伐、山道

の手入れ、広葉樹の植林、案内看板の

設置などに対し、平成２２年度は５団

体のモデル地区を設定して、１団体あ

たり６０万円を限度とした支援をしま

す。また「篠山里山スクール」とし

て、森林整備に必要な知識を習得する

ための講座を開設します。【農林政策

課】 

 

予算額 304万円 

新
規 

新
規 



 

 

 
1.住みよさいちばん 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□民生児童委員活動費----------------------------------------------------------------------------１１，５２６千円 
□社会福祉協議会助成費-------------------------------------------------------------------------５６，５２８千円 
□敬老事業----------------------------------------------------------------------------------------------４，０６０千円 
□老人クラブ助成事業----------------------------------------------------------------------------１４，６８１千円 
□人生８０年いきいき住宅助成事業-------------------------------------------------------------４，５７６千円 
□老人保護措置事業-------------------------------------------------------------------------------６３，１１２千円 
□高年齢者就業機会確保事業-------------------------------------------------------------------１３，３８０千円 
□在宅高齢者支援事業 -------------------------------------------------------------------------１９，６０４千円 
□介護基盤の緊急整備特別対策事業----------------------------------------------------------５２，５００千円 
□老人医療費助成事業----------------------------------------------------------------------------２３，１６７千円 
□国民健康保険事業（特別会計）----------------------------------------------------４，９５７，７６３千円 
□介護保険事業（特別会計）----------------------------------------------------------３，４３８，８１５千円 
□後期高齢者医療費（特別会計含む）----------------------------------------------------９８４，７５８千円 
□地域生活支援事業-------------------------------------------------------------------------------６９，６４０千円 
□障害者自立支援法給付事業----------------------------------------------------------------５１０，８０９千円 
□障害者医療費助成事業----------------------------------------------------------------------１２０，８３０千円 
□国民年金費----------------------------------------------------------------------------------------１５，４８９千円 
□生活保護措置事業----------------------------------------------------------------------------３１５，２７６千円 
□予防費----------------------------------------------------------------------------------------------５１，０９０千円 
□健康増進事業-------------------------------------------------------------------------------------４７，７６５千円 
□休日診療所事業----------------------------------------------------------------------------------１４，８６２千円 
□地域医療対策事業-------------------------------------------------------------------------------１２，３０７千円 
□コミュニティセンター管理費-------------------------------------------------------------------９，８１３千円 
□自治会公民館改修助成事業----------------------------------------------------------------１８０，５４１千円 
□人権推進費（人権対策管理、人権政策啓発事業）-------------------------------------３４，３５７千円 
□ふれあい館等運営費----------------------------------------------------------------------------２６，０５２千円 
□男女共同参画費-------------------------------------------------------------------------------------１，６８７千円 
 

主な新規事業 

公衆トイレ改修事業 １，１１３千円 歴史美術館の公衆トイレをオストメイト
対応トイレに改修する 

人権条例策定事業 ８８千円 人権尊重のまちづくりの推進としての基
本条例を制定する 

介護基盤の緊急整備特別

対策事業 

５２，５００千円 民間のグループホーム建設に対する補助
金（２箇所） 

市営住宅耐震補強工事 ６８，８３０千円 京口団地の耐震補強工事 

消費生活センターの設置 ３，０４０千円 消費生活センターを設置し、消費者行政
相談補助員１名を新たに雇用 

４ 具体的予算措置 
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10 

 

□消費者行政推進費----------------------------------------------------------------------------------５，４００千円 
□交通安全対策費----------------------------------------------------------------------------------２４，１９８千円 
□防犯対策費-------------------------------------------------------------------------------------------２，３４１千円  
□消防体制および防災業務の充実 

○常備消防費----------------------------------------------------------------------------------５３３，７１２千円 
○非常備消防費----------------------------------------------------------------------------------８１，７３９千円 
○非常備消防施設管理整備費----------------------------------------------------------------１９，８５４千円 
○防災基盤整備事業----------------------------------------------------------------------------１０，７９２千円 
□災害対策費-------------------------------------------------------------------------------------------９，０９６千円 
□地上デジタル放送受信対策事業-------------------------------------------------------------７６，５４７千円 
□公共交通対策事業-------------------------------------------------------------------------------５４，５３９千円 
○コミュニティバス運行補助金-------------------------------------------------------------２３，１３３千円 
○市単独バス対策等補助金-------------------------------------------------------------------２０，９１８千円 
□国庫補助道路整備事業----------------------------------------------------------------------１６３，８７７千円 
□道路維持管理費----------------------------------------------------------------------------------２５，２１３千円 
□市営住宅管理費-------------------------------------------------------------------------------１２７，４１８千円 
□環境衛生費----------------------------------------------------------------------------------------１５，９００千円 
□斎場運営管理費----------------------------------------------------------------------------------６４，９９７千円 
□小型合併処理浄化槽整備事業-------------------------------------------------------------------５，５９１千円 
□塵芥処理費（清掃センター管理運営費）----------------------------------------------４９９，１０３千円 
□塵芥収集費-------------------------------------------------------------------------------------１１３，９４１千円 
□し尿処理費（あさぎり苑管理運営費）-------------------------------------------------１３７，７３７千円 
□水道事業（水道事業会計）----------------------------------------------------------２，５８０，８８７千円 
□下水道事業（特別会計）-------------------------------------------------------------２，７２８，０１９千円 
□農業集落排水事業（特別会計）----------------------------------------------------------７７０，０１３千円 
□コミュニティプラント管理費----------------------------------------------------------------３９，６９４千円 
□公民館事業----------------------------------------------------------------------------------------２０，０４２千円 
□公民館管理費-------------------------------------------------------------------------------------３５，２１３千円 
□高齢者大学運営事業-------------------------------------------------------------------------------６，４９８千円 
□図書館管理運営費-------------------------------------------------------------------------------９１，９３０千円 
□丹波篠山ビデオ大賞-------------------------------------------------------------------------------１，３００千円 
□海洋センター運営費-------------------------------------------------------------------------------３，９２０千円 
□西紀運動公園管理費----------------------------------------------------------------------------１５，３４１千円 
□篠山総合スポーツセンター管理費----------------------------------------------------------３２，００５千円 
□体育館管理費-------------------------------------------------------------------------------------１２，８２４千円 
□グラウンド・テニスコート管理費-------------------------------------------------------------７，２４７千円 
□ＡＢＣマラソン大会補助金----------------------------------------------------------------------２，０００千円 
  



 

 

 
2.子育ていちばん 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□家庭児童相談室設置費----------------------------------------------------------------------------３，９９５千円 
□児童扶養手当支給事業----------------------------------------------------------------------１０７，３９６千円 
□次世代育成支援対策事業（子育ていちばん条例ほか）----------------------------------１，５２７千円 
□ファミリーサポートセンター事業-------------------------------------------------------------４，３８２千円 
□子育てふれあいセンター費-------------------------------------------------------------------１８，１４０千円 
□乳幼児医療費助成事業-------------------------------------------------------------------------８２，３９５千円 
□母子家庭等医療費給付事業-------------------------------------------------------------------１８，６５６千円 
□妊婦健康診査費補助事業----------------------------------------------------------------------２２，６８０千円 
□母子保健事業-------------------------------------------------------------------------------------１１，５６９千円 
□子ども手当支給事業-------------------------------------------------------------------------６５８，５０９千円 
□児童手当支給事業-------------------------------------------------------------------------------５０，０１９千円 
□認定こども園費----------------------------------------------------------------------------------３９，１９５千円 
○味間保育園費----------------------------------------------------------------------------------１８，９２０千円 
 ○味間幼稚園費----------------------------------------------------------------------------------１０，８４１千円 
 ○預かり保育事業費-------------------------------------------------------------------------------９，４３４千円 
□私立保育所特別運営事業（富山保育所改修補助）-------------------------------------１５，５７５千円 
□私立保育所運営事業関連経費-------------------------------------------------------------１７５，２０９千円 
□放課後児童対策事業----------------------------------------------------------------------------６１，０２７千円 
□児童福祉施設費（公立保育所）----------------------------------------------------------２０２，５４８千円 
□児童館費-------------------------------------------------------------------------------------------１０，７００千円 
□母子福祉費----------------------------------------------------------------------------------------１１，７３６千円 
□結婚相談室費----------------------------------------------------------------------------------------１，７４０千円 
□スクールバス管理事業----------------------------------------------------------------------１３１，７４０千円 
□ふるさと創生奨学金貸付事業-------------------------------------------------------------------３，６５１千円 
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認定子ども園事業 ３９，１９５千円 味間地区に幼保連携型の認定こども園を
開設 

私立保育園大規模改修

助成事業 

１５，０４２千円 私立富山保育園大規模改修に対する補助
金 

子ども手当支給事業 ６５８，５０９千円 中学生終了までの子どもに月額13,000円
を支給 

児童クラブ運営支援事

業 

３，６３４千円 城南まちづくり協議会の児童クラブの運
営に助成します 

子ども医療費助成 １，６５０千円 小学校６年生までの入院の無料化と通院
の公的助成を更に中学３年生までに拡充 

子育ていちばん条例

（仮称） 

１，４９０千円 「子育ていちばん条例（仮称）」の制定
と子育てガイドブックの作成 

小学校統合等スクール

バス運行事業 

１０，４４３千円 統合する城東小学校と保育園多紀分園の
廃止に伴う児童・園児の送迎のため新た

にスクールバスを運行する 

ふるさと教育推進事業 ５６３千円 篠山ふるさとガイドブックの作成 

主な新規事業 
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□ふるさと教育推進事業----------------------------------------------------------------------------------５６３千円 
□学校教育推進事業（理科おもしろ推進事業ほか）-------------------------------------３９，４２１千円 
□学校教育支援事業（スクールカウンセラーほか）----------------------------------１１０，９７０千円 
□体験教育推進事業(トライやる・ウィークほか)----------------------------------------２１，２５６千円 
□幼児教育推進事業----------------------------------------------------------------------------------６，５７１千円 
□幼稚園預かり保育事業（２園）-------------------------------------------------------------２０，３７８千円 
□小学校管理費----------------------------------------------------------------------------------１６９，５７７千円 
□小学校教育振興費----------------------------------------------------------------------------１０３，８０１千円 
□中学校管理費-------------------------------------------------------------------------------------９１，６５６千円 
□中学校教育振興費-------------------------------------------------------------------------------６３，８０１千円 
□幼稚園費----------------------------------------------------------------------------------------１６１，４６７千円 
□特別支援学校管理費----------------------------------------------------------------------------２０，２３３千円 
□特別支援学校教育振興費-------------------------------------------------------------------------２，１１７千円 
□特別支援学校自然体験活動費-------------------------------------------------------------------------２９１千円 
□青少年育成費----------------------------------------------------------------------------------------９，４４８千円 
 
 
 
3.魅力いちばん 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□脊椎動物化石保護・活用事業-------------------------------------------------------------------７，９６９千円 
□（仮称）篠山みらい会議（環境基本計画の推進、フォーラムほか）----------------------１３３千円 
□森の学校復活大作戦（生き物調査ほか）----------------------------------------------------------２９８千円 
□文化財保護管理費（八上城跡整備ほか）----------------------------------------------------------９０４千円 
□景観形成事業-------------------------------------------------------------------------------------１０，０１５千円 
□篠山城下町地区整備事業 -------------------------------------------------------------------１５，９００千円 
□史跡篠山城跡保存修理事業-------------------------------------------------------------------３０，０４７千円 
□町並整備事業------------------------------------------------------------------------------------ ３６，７１１千円 
□文化財総合的把握モデル事業----------------------------------------------------------------１２，６０５千円 
□篠山能実行委員会補助事業----------------------------------------------------------------------１，５００千円 
□文化施設管理費----------------------------------------------------------------------------------４４，１３９千円 
 (篠山歴史美術館 篠山城大書院 安間家史料館 青山歴史村) 
□文化ホール費-------------------------------------------------------------------------------------８５，０３２千円 
（たんば田園交響ホール管理運営費、さぎそうホール管理費）  

□篠山市展事業費-------------------------------------------------------------------------------------１，８０３千円 

主な新規事業 

森の学校復活大作戦 ２９８千円 豊かな自然環境の復元のための作戦プラ
ンの策定と実践 

八上城跡整備とクリン

ソウ自生地保護 

１，５８５千円 眺望を阻害している樹木の伐採やクリン
ソウ自生地の看板設置やパンフレットの

作成 

地区整備計画策定事業 ４，１７３千円 土地利用を定めるとともに建築や緑化等
の指針となる地区整備計画の策定 

篠山城お濠浄化事業 ９１０千円 濠の池干しや、池蝶貝を使った水質濾過
の実証実験 

景観形成事業 １０，０１５千円 「篠山市景観条例」を制定するととも
に、景観行政団体に移行 
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4.元気いちばん  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□農業振興費（丹波篠山楽農サポーターと篠山楽農スクール）-------------------------------８８５千円 
□農業農村振興施設管理費----------------------------------------------------------------------１８，９８４千円 
（ハートピアセンター、ハートピア農園管理費、大山荘の里市民農園管理費ほか）  

□農作業受委託組織事業----------------------------------------------------------------------------５，７１１千円 
□特産物振興費（特産物振興ビジョン2010推進事業ほか）------------------------------９，１１８千円 
□アグリプラン２１費----------------------------------------------------------------------------１１，２５３千円 
○土づくり対策事業-------------------------------------------------------------------------------------４５９千円 
○担い手対策事業----------------------------------------------------------------------------------２，１２０千円 
○特産物対策事業----------------------------------------------------------------------------------７，５４４千円 
○鳥獣害対策事業----------------------------------------------------------------------------------１，１３０千円 
□農業推進事業（生産組合活動支援各組織助成）-------------------------------------------２，４４６千円 
□生産調整対策費-------------------------------------------------------------------------------------６，５８７千円 
□農村地域費----------------------------------------------------------------------------------------２４，４３７千円 
○農地流動化促進事業----------------------------------------------------------------------------４，５４４千円 
○担い手支援事業（農地情報活用、経営展開支援リース事業ほか）-------------１５，７３６千円 
○就農定着対策事業-------------------------------------------------------------------------------２，５５０千円 
□新山村振興等農林漁業特別対策事業-------------------------------------------------------３２，３６２千円 
□中山間地域直接支払制度事業----------------------------------------------------------------１９，８４４千円 
□畜産業費----------------------------------------------------------------------------------------------１，４５９千円 
□農地費----------------------------------------------------------------------------------------------８８，６１５千円 
○土地改良事業公共事業負担金-------------------------------------------------------------２０，５２２千円 
○県営土地改良事業負担金-------------------------------------------------------------------２２，０６９千円 
□農村整備費----------------------------------------------------------------------------------------５７，０９０千円 
○中山間地域総合整備事業、むらづくり交付金事業----------------------------------５１，０９０千円 
○市獣害対策事業----------------------------------------------------------------------------------６，０００千円 
□農地保全費（農地・水・環境保全向上対策事業ほか）-------------------------------４７，３８５千円 
□林業振興費-------------------------------------------------------------------------------------１３０，９７８千円 
○松くい虫防除対策費-------------------------------------------------------------------------１９，３１６千円 
○有害鳥獣駆除対策事業----------------------------------------------------------------------２９，６６９千円 
 ○緊急防災林整備事業-------------------------------------------------------------------------２８，３９０千円 
○混交林整備事業------------------------------------------------------------------------------３８，６０５千円 

主な新規事業 

丹波篠山楽農サポーター・

篠山楽農スクール 

８８５千円 担い手・就農支援として丹波篠山楽農サポー
ターと篠山楽農スクールの開設 

特産振興事業 １，６４６千円 ご当地グルメ篠山グランプリの開催、チャレ
ンジショップの開店 

里山彩園と篠山里山スクー

ル 

３，０４０千円 里山林再生活動支援モデル地区を選定支援、
篠山里山スクールの開設 

観光まちづくり推進事業 ２，７３４千円 県主体の「あいたい兵庫キャンペーン」に参
加。観光キャラバンによるＰＲほか 

新観光ルート開発と「えこ

りん」事業 
１９，９９２千円 観光まちづくり戦略として新たな観光ルート

の開発、レンタサイクル「えこりん」事業 

高山市との交流事業 ４７１千円 高山交流会議（仮称）、高山市への各種団体
の視察研修費の助成 
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□里山林再生事業（里山彩園・篠山里山スクール）---------------------------------------３，０４０千円 
□商工振興費---------------------------------------------------------------------------------------３５，２１７千円 
○商工会経営改善普及事業補助金---------------------------------------------------------２７，８８０千円 
○地域産業振興事業補助金---------------------------------------------------------------------６，８４０千円 
□企業誘致促進費---------------------------------------------------------------------------------１７，８７８千円 
（企業誘致活動、工場等施設整備奨励金ほか） 

□公園費施設管理費------------------------------------------------------------------------------１２，５２１千円 
□商工観光振興施設管理費---------------------------------------------------------------------５７，７８０千円 
□観光イベント事業------------------------------------------------------------------------------１６，７６５千円 
□観光案内所運営事業------------------------------------------------------------------------------５，７２０千円 
□観光まちづくり事業（新観光ルート開発、レンタサイクルほか）---------------２４，０７５千円 
□官学地域連携事業---------------------------------------------------------------------------------１，７３１千円 
□国際交流推進事業（在住外国人支援事業、姉妹都市委員会補助金ほか）---------２，９３３千円 
□国内交流推進事業（高山市との交流）------------------------------------------------------------４７１千円 
 
 

5.市役所いちばん 
 

 
 

 

 

 

□篠山市ふるさと一番会議---------------------------------------------------------------------------------６０千円 
□政策課題研究プロジェクトチーム------------------------------------------------------------１，１２５千円 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.市民提案事業 
 
■ご当地グルメ篠山グランプリ「新名物料理」のコンテスト --------------------- １，０５４千円 
■伝統食に光プロジェクト ------------------------------------------------------------------------- ５９２千円 
■青少年の「あいさつ運動」啓発看板の設置 --------------------------------------------------  ４６０千円 
■「ふるさと教育支援事業」 ------------------------------------------------------------------------１５０千円 
■図書館での、「子どものよみもの展」------------------------------------------------------------１２９千円 
■市民団体やグループ、ＮＰＯ活動を支援する「市民プラザ」の開設---------------１，３５０千円 

貴重なご提案、 

ありがとうございます。 

政策課題研究プロジェクト

チーム 

１，１２５千円 「市名変更」「通勤しやすい環境づくり」など
の政策課題研究プロジェクトチームの編成、課

題の解決 

主な新規事業 



 

 

５ 主な財政指標 

合併後取り組んできた基盤整備が概ね終了し、一般会計は平成16年度から残高は減少しており、平

成22年度末の残高見込は、一般会計で381億円、特別会計341億円、公営企業会計162億円の合わせ

て884億円で対前年度比44億円、4.7％の減となる見込みです。今後も引き続き健全財政にむけ市債

発行の抑制や繰上償還を行います。 

（単位：％） 

（単位：％） 
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平成19年度までは施設の維持管理経費や特別会計への繰出金の増により指数が上昇し財政の硬直

化がすすんでいましたが、平成20年度からは篠山再生計画により人件費や公債費など義務的経費

の削減が進み、指数が低下しています。平成22年度当初予算では、市税収入の減もあり96.0％を

見込んでいます。 
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合併後の社会資本整備に伴う市債の償還は減少傾向にありますが、下水道会計への公債費にかか

る繰出金や水道会計への高料金対策の繰出金が多額で、比率が上昇しています。平成22年度当初

予算では23.4％（3ヵ年平均）を見込んでいますが、本年度から普通交付税の合併算定替の段階的

縮減が始まり、平成23年度にはピークの24.5％にまで達する見込みです、このため極力市債の発

行を抑え、繰上償還を行うことにより実質公債費比率の抑制に努めます。 
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６ 篠山再生計画（行財政改革編）の推進 

 
 篠山再生計画（行財政改革編）における平成２２年度の計画効果額は１２億８，８０９万円にな

ります。一部見直しを行った項目もありますが、計画は着実に実行しています。 

 平成２１年度は計画に掲げています１２２項目以外の新たな改革項目についても積極的に取り組

んでいく必要があることから、新たに１３項目を追加しました。 

 計画は順調に進んでいますが、平成２２年度から２６年度にかけて、年額１５億円にのぼる地方

交付税の削減が始まり、実質公債費比率は平成２３年度に２４．５％とピークを迎えます。この厳

しい時期を市民の皆さんと心を一つに乗り越え、再生のモデルとして全国に誇れるまちづくりを進

めていきます。  

                                                                                   

                                                                   

                      （単位：千円） 

 

平成２２年度当初予算における主な取組一覧 

平成２２年度の効果額は１２億８，８０９万円（平成１９年度対比） 
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取組項目 効果額 平成２２年度の実施内容 

１．定員・給与の見直し 824,214   

 ・定員の適正化等 

  
526,670 平成２２年４月１日の正規職員数４７３人 

（対前年比△７人） 

※平成２５年４月１日の目標値を４５０人と設

定 

 ・給与（市長・副市長・教育

長・正規職員）の引き下げ 

297,544 市長△３０％ 

副市長・教育長△１５％ 

正規職員△１０％ 

２．議員定数・報酬の見直し 30,388   

 ・議員定数の見直し 13,162 定数２２人→２０人 

・議員報酬の見直し 17,226 議員期末手当△５０％ 

３．公の施設の見直し 120,097   

 ・学校適正配置 

  
5,712 城東地区小学校統合（後川小学校、雲部小学校

廃校） 

 ・研修センターの地元地域への

移譲 

3,382 平成２２年度から１５館地元移譲 

  
 ・チルドレンズミュージアムの

運営の見直し 

50,408 平成２２年度から経費のかからない運営を実施 

 ・西紀運動公園の運営の見直し 20,148 平成２１年度２，５００万円 

平成２２年度１，５００万円 

平成２３年度以降は経費のかからない管理運営

を検討 
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・図書館業務の見直し 13,181 中央図書館の指定管理者制度の導入は引き続き

検討を行うが、当面直営を維持 

 ・学校給食センター業務の委託 11,253 各学校給食センターの運営方法を見直し、調理

師（非常勤嘱託員）４人削減 

 ・デイサービスセンターの運営

の見直し 

2,025 篠山・今田デイサービスセンター民間移譲 

西紀デイサービスセンター指定管理 

・保育園の統廃合と幼保一体化 6,356 多紀分園廃園、認定こども園・預り保育に伴う

各保育園４・５歳児職員人件費の削減 

４．事務事業の見直し 221,859   

 ・ごみ焼却処理方法の見直し 

  
85,388 灰溶融炉を休止し、焼却灰をフェニックス神戸

沖処分場への運搬、埋め立て処分を委託 

・外出支援サービス事業の見直

し 

5,832 福祉バス運行時の添乗員の廃止及び運転員の業

務縮小 

 ・寡婦医療費給付助成事業の廃

止 

12,050 制度廃止（平成２１年７月から） 

 ・汚水処理方法の見直し 

  ＭＩＣＳ(汚水処理施設共同

整備）事業の導入 

13,622 あさぎり苑の機能を縮小し、下水道処理場でし

尿等の処理をする 

また、施設の一部を改築し、乾燥施設を設置し

て下水道で発生した汚泥を乾燥させ、コンポス

ト（堆肥）として再利用又は焼却処分する 

５．補助金・負担金の見直し 64,315   

 ・補助金・負担金の見直し 

  
64,315 すべての補助金について申請をいただき、審

査・査定を行う 

人件費に対する補助金は職員給与の減額に合わ

せ減額を行い、人件費以外に対する補助は△１

０％を基本として減額を行う 

まちづくり協議会への一括交付については、可

能なものから実施する 

６．自主財源の確保 27,220   

 ・各証明書発行手数料の一部改

定 

2,844 ２５０円を３００円に改定 

課税証明手数料、印鑑登録証明手数料など 

 ・清掃センターへの直接搬入ご

み手数料の改定 

  

20,026 ・家庭系直接搬入廃棄物７５円を９０円に改定 

・事業系産業廃棄物（動植物性残渣）１５０円

を 

２００円に改定 

・事業系産業廃棄物（廃プラスチック類）及び

医療系感染廃棄物１５０円を２５０円に改定 

 ・広告料の確保 

  
1,088 議会広報、市広報における広告料収入 

総合窓口の開始に合わせ、寄附封筒の導入を行

う 

合 計 1,288,093   

取組項目 効果額 平成２２年度の実施内容 



 

 

７ 特別会計・企業会計 当初予算の概要 
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住宅資金特別会計 

  

 同和対策事業の一環として、住環境整備を目的とした住宅新築及び改修のための資金の貸付

事業です。なお、この事業は平成８年度で終了しました。現在はその貸し付けた資金を回収す

る業務を行っています。回収した資金はこの事業の公債費に充てます。  

歳入の主な内訳 
 

●県支出金 

 県補助金        1,221千円  

●財産収入            

 利子及び配当金      2千円 

●繰入金              

 一般会計繰入金          466千円 

 住宅資金貸付事業特別会計 

  基金繰入金            10千円              

●諸収入 

  貸付金元利収入    13,144千円 

歳出の主な内訳 
 

●総務費 

 一般管理費         8,125千円    

●公債費        

 元金                   5,300千円 

 利子                   1,418千円 

下水道事業特別会計（公共下水道事業） 
  

  
  下水道総務費は、篠山処理区、丹南処理区の下水道施設の維持管理費等を計上しています。
下水道建設費では、平成21年度から継続して取組んでいるMICS事業（汚水処理施設共同整備事

業）の汚泥乾燥設備設置工事を行ないます。また、平成21年度に実施しました篠山環境衛生セ

ンターの電気、機械設備等の調査診断結果により、更新、補修などの計画（長寿命化計画）を

策定します。さらに、農工団地を下水道区域に追加する下水道事業計画変更認可の業務を行な

います。  

歳入の主な内訳 
 

●使用料及び手数料 

 下水道使用料    300,300千円 

●国庫支出金 

 下水道費国庫補助金 292,000千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金   752,864千円 

●市債 

 下水道債      315,800千円 

歳出の主な内訳 
 

●下水道総務費 

 一般管理費     277,480千円 

●下水道建設費    544,077千円 

●公債費       

 元金        582,575千円 

 利子        255,594千円 

予算総額14,843千円（対前年度比△25,619千円） 

予算総額1,661,726千円（対前年度比＋184,320千円） 
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下水道事業特別会計（特定環境保全公共下水道事業） 
  
 
  下水道総務費は、市内8処理区の下水道施設の維持管理費等を計上しています。下水道建設費
では、平成8年供用開始の西紀中央浄化センターの電気、機械設備等の更新、補修などの計画

（長寿命化計画）策定に向けた調査診断業務を実施します。  

歳入の主な内訳 
 

●使用料及び手数料 

 下水道使用料     157,200千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    702,874千円 

●市債 

 下水道債       202,700千円 

歳出の主な内訳 
 

●下水道総務費 

 一般管理費     207,246千円 

●公債費 

 元金        615,702千円 

 利子        235,134千円 

農業集落排水事業特別会計 
  

    

  
  農業集落排水総務費は、市内15処理区の維持管理費等を計上しています。  

歳入の主な内訳 
 

●使用料及び手数料 

 下水道使用料     78,420千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    591,585千円 

●市債 

 下水道債       100,000千円 

 

歳出の主な内訳 
 

●農業集落排水総務費 

 一般管理費      108,070千円 

●公債費 

 元金         450,983千円 

 利子         208,960千円 

 

予算総額1,066,293千円（対前年度比△29,000千円） 

予算総額 770,013千円（対前年度比△19,483千円） 
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公営駐車場事業特別会計 
 

 
 篠山口駅西公営駐車場の管理運営を行なう特別会計で、平成21年度から利用者の増加を図る

とともに運営経費の削減を目的として、指定管理者制度を導入しています。予算の概要として

は、収入4,801千円から駐車場機器等の修繕料250千円、駐車場機器更新に伴う機器等リース料

2,098千円、予備費100千円の支出を差し引いた2,353千円を一般会計へ繰出す予算となっていま
す。 

歳入の主な内訳 
 

●繰越金          1千円 

●諸収入 

 雑入         4,800千円 
 

歳出の主な内訳 
 

●管理費 

 駐車場管理費     4,701千円 

●予備費         100千円 

予算総額4,801千円（対前年度比 0千円） 
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国民健康保険特別会計（事業勘定） 
 

 
本市の国民健康保険被保険者数は、平成20年度の医療制度改革により75歳以上の方が後期高齢

者医療制度に移行したことにより約5,600人の大幅な減少となりました。しかし、平成21年度以

降は、後期高齢医療制度への移行で月平均約35人減少となるものの、社保離脱による国保加入

が増加傾向となっていることから、微増傾向（11,566人→11,570人 対前年比100.03％）にあ

ります。 

1人あたりの保険税額は、医療分については平成21年度当初予算より5,000円増の70,000円、介

護分については厚生労働省令に基づく2号被保険者数と1人あたり負担見込み額から介護納付金

額を算出した結果、平成21年度当初予算より300円増の22,300円、また後期高齢者支援金につい

ては平成21年度当初予算より2,500円減の18,000円で見込んでいます。 

歳入の主な内訳 
 

●国民健康保険税 

 一般被保険者国民健康保険税 

            917,013千円 

 退職被保険者国民健康保険税 

             95,803千円 

●国庫支出金 

  療養給付費等負担金  739,794千円 

  財政調整交付金       241,705千円 

●療養給付費交付金   376,196千円 

●前期高齢者交付金  1,090,464千円 

●県支出金        

 県財政調整交付金   146,000千円 

●共同事業交付金     

 共同事業交付金    103,073千円 

 保険財政共同安定化事業交付金 

            470,167千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    229,138千円 

 財政調整基金繰入金  287,369千円 

歳出の主な内訳 
 

●総務費 

 一般管理費      58,198千円 

●保険給付費 

 一般被保険者療養給付費 

           2,653,756千円 

 退職被保険者療養給付費 

            300,870千円 

 一般被保険者高額療養費  

            242,951千円 

  退職被保険者等高額療養費 

            28,088千円 

●後期高齢者支援金等 

 後期高齢者支援金   453,542千円 

●介護納付金           204,171千円 

●共同事業拠出金 

  高額医療費共同事業拠出金 

            103,073千円 

 保険財政共同安定化事業拠出金 

            470,167千円 

●予備費        98,485千円 

予算総額4,763,769千円（対前年度比＋135,151千円） 
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国民健康保険特別会計（直営診療所勘定） 
 
 
 
現在、4直営診療所におきましては、市医師2名と兵庫医大等からの派遣医師による診療体制で

地域医療の充実に取り組んでいます。 

歳入では、今田診療所においては流行疾患等もあり患者数は増加傾向にありますが、草山診療

所では高齢患者が9割以上を占めているなか、入院等により減少傾向にあります。また東雲、後

川診療所の診療状況については前年度並みでの推移を見込んでいます。これらのことにより診

療収入にあっては、127,734千円の対前年度2,374千円増加を計上しています。 

歳出では、各診療所において経常経費について節減に努め、適正な医療機械等の更新を図りな

がら、地域住民の疾病等の早期発見・早期治療に努めてまいります。  

歳入の主な内訳 
 

●診療収入 

 国民健康保険診療報酬収入 

              24,963千円 

 社会保険診療報酬収入  

            13,443千円 

 後期高齢者医療診療報酬収入 

              62,403千円 

 その他の診療報酬収入 7,199千円 

 一部負担金収入    18,183千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金      52,503千円 

 事業勘定繰入金    11,434千円 

歳出の主な内訳 
 

●総務費                

 一般管理費        102,128千円 

●医業費 

 医療用機械器具費     10,689千円 

 医療用衛生材料費     77,166千円 

予算総額193,994千円 （対前年度比＋1,071千円） 
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老人保健特別会計 
 

 

 
 老人保健制度は、平成２０年３月診療をもって廃止されました。しかしながら、制度にかか

る医療費の給付については、２年間の支払義務があるため、当予算は平成２３年度まで存続

し、医療機関等の遅延請求分のみを計上することとなります。 
 こうした理由から、平成２２年度篠山市老人保健特別会計予算は減額予算となります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入の主な内訳 
 

●支払基金交付金      

 医療費交付金          150千円 

●国庫支出金 

 医療費国庫負担金        100千円 

●県支出金 

 医療費県負担金            25千円 

●繰入金          

 一般会計繰入金           26千円   

歳出の主な内訳 
 

●医療諸費 

 医療給付金          300千円 

 審査支払手数料        3千円 

後期高齢者医療特別会計 
 

 
 平成２０年４月施行の後期高齢者医療制度（長寿医療制度）も３年目を迎えますが、現政府

においては、今の制度を廃止して新たな制度へ移行することが決定している中、様々な見直し

が検討されているところです。 

今年度は、被保険者の健康づくり意識の高揚と生活習慣病などの早期発見を図り、健康の保持

増進に寄与するため、人間ドックに対する助成（最大２５，０００円）を実施するなど、健康

診断受診率向上を目指します。 

また、所得の低い方や被用者保険の被扶養者にあった方に対する保険料の軽減措置（均等割分

９割、８．５割）については継続されることとなっております。 

歳入の主な内訳 
 

●後期高齢者医療保険料 

             361,320千円 

●繰入金        

 事務費繰入金        32,099千円   

 保険基盤安定繰入金        125,320千円 

歳出の主な内訳 
 

●総務費 

 一般管理費        26,855千円 

 徴収費          4,941千円 

●後期高齢者医療広域連合納付金 

            486,811千円 

予算総額 304千円（対前年度比△7,907千円） 

予算総額520,046千円（対前年度比＋25,446千円） 
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介護保険特別会計（介護保険事業勘定） 
 

 

  

 高齢者の増加に比例して、要介護（要支援）認定者数も増加傾向にあり、介護サービスの基

盤整備や適正化等が課題となってきています。 

 平成22年度は、第4期介護保険事業計画（Ｈ21～23年度）と介護基盤緊急整備計画に基づき、

短期入所生活介護（ショートステイ）20床の増床と、認知症対応型共同生活介護（グループ

ホーム）2施設の整備を行い、地域密着型の在宅介護サービスの充実により、高齢者が住み慣れ

た地域で安心して暮らしていけることを目指します。 

 また、適正な介護サービスの事業所運営が行われるよう、介護サービス事業者との連絡会

議・研修の実施、丹波健康福祉事務所と合同での事業者への実地指導・監査を行います。 

 地域支援事業では、高齢者が住みなれた地域でいきいきと安心して生活できるまちづくりを

めざして、介護予防事業、権利擁護事業等に取り組んでいます。介護予防普及啓発事業につい

ては、一般高齢者を対象にした「通所施設いきいき塾」を取り組み、効果のある介護予防を展

開します。権利擁護事業については、高齢者の権利を守るため昨年行ったアンケートの結果も

ふまえて権利擁護システムの構築に向けて取り組み、困難事例についてはスーパーバイズを活

用し問題解決に取り組みます。任意事業では、介護の必要のある高齢者や介護者の支援を行い

市民講座も開きます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入の主な内訳 
 
●保険料 

 第１号被保険者保険料 510,612千円 

●国庫支出金 

 介護給付費負担金   645,317千円 

 地域支援事業交付金（介護予防事業） 

            12,417千円 

 地域支援事業交付金（包括的支援事業 

 ・任意事業）     17,384千円 

●県支出金 

 介護給費費負担金   403,323千円 

 地域支援事業交付金（介護予防事業） 

             6,207千円 

 地域支援事業交付金（包括的支援事業 

 ・任意事業）      8,689千円 

●支払基金交付金 

 介護給費費交付金   967,976千円 

 地域支援事業支援交付金 

            14,905千円 

●繰入金 

 一般会繰入金      509,768千円 

 介護給付費準備基金繰入金 

             70,858千円 

歳出の主な内訳 
 

●総務費 

 一般管理費       43,887千円 

●保険給付費 

 居宅介護サービス給付費 

           1,073,569千円 

 地域密着型介護サービス給付費 

            251,422千円 

 施設介護サービス給付費 

            1,315,156千円 

 居宅介護サービス計画給付費 

            120,652千円 

  介護予防サービス給付費                   

                       176,242千円 

 特定入所者介護サービス費 

             164,947千円 

●地域支援事業費      

 介護予防特定高齢者施策事業費 

            12,360千円 

 介護予防一般高齢者施策事業費 

            20,716千円 

 任意事業費       8,455千円 

 地域支援事業費     63,056千円 

予算総額3,414,850千円（対前年度比＋209,744千円） 
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 
  

 

 

 介護保険の認定を受けられた方のうち、要支援１及び２の方についてケアプランの作成を行

い、いきいきとして在宅生活がすごせるよう支援していきます。東部地域支援センターでは約

150件作成しています。また西部地域支援センターは本年度より篠山市社会福祉協議会に委託し

ます。 

歳入の主な内訳 
 

●介護サービス収入 

 介護予防サービス事業収入 

                      10,740千円 

●繰入金 

 一般会計繰入金    13,223千円 
 

歳出の主な内訳 
 

●介護サービス事業 

 介護予防サービス事業費 23,965千円 

農業共済事業会計 
 

 国の農業政策として制度化された「農業災害補償制度」に基づき、農業者が自然災害や事故

によって被った損失を補てんすることにより農業経営の安定を図り、農業生産力の発展に資す

ることを目的としています。 

 この制度は、農家が共済掛金を出し合って共同準備財産をつくり、被災農家に救済として共

済金を支払うもので、農家の自主的な「相互扶助」を基本とした公的な保険制度です。 

 篠山市が実施している事業の種類は、農作物共済（水稲・麦）、家畜共済、畑作物共済（大

豆）、園芸施設共済の4事業となっております。 

歳入の主な内訳 
 

●農作物共済事業収益   17,316千円 

 

●家畜共済事業収益    26,231千円 

 

●畑作物共済事業収益   20,938千円 

 

●園芸施設共済事業収益   2,667千円 

 

●業務事業収益      46,774千円 

歳出の主な内訳 
 

●農作物共済事業費用   17,316千円 

 

●家畜共済事業費用    26,231千円 

 

●畑作物共済事業費用   20,938千円 

 

●園芸施設共済事業費用   2,667千円 

 

●業務事業費用      46,774千円 

予算総額23,965千円（対前年度比△15,831千円） 

収益的支出113,926千円 
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水道事業会計 
                                                        収益的支出  1,737,570千円 

                                                    資本的支出     807,320千円 

  
 安定した水源を確保するため、水道広域化施設整備事業（県水事業）・多紀簡易水道統合事

業「みくまりダム関連」は完成をみましたが、西紀中簡易水道拡張事業「西紀ダム関連」は平

成25年までの継続事業として、事業完成に向け取り組みます。 

本年度は西紀ダム負担金7,400千円を予定し、原浄水設備更新事業については、市内４浄水場

で浄水設備更新工事64,000千円、配水管更新事業としては、老朽した配水管からの漏水減少に

努めるため、市内５ケ所で配水管布設替工事103,500千円、配水設備整備事業として、水量や運

転状況の監視のため、市内４箇所でテレメータ装置設置工事や配水流量計更新工事など35,100

千円を予定し、安心・安全な水道水の供給に努めます。 

水道事業経営については、地方公営企業繰出金の高料金対策に要する経費基準を満たしている

ことから一般会計からの繰入金が措置されたこと、施設の統合及び廃止、投資事業の抑制、補

償金免除繰上償還等、後年度に及ぼす経費の節減を図るとともに、本年度も収益的収支の均衡

を図ることができました。 

営業・窓口関連では、平成２１年度から「料金コーナー」を設置し、よりいっそうの市民サー

ビスの確保に努めてまいります。 

    収益的収入及び支出の主な内訳 
 

●水道事業収益         

 営業収益            1,376,879千円 

   

 営業外収益            396,847千円 

  

 特別利益          1千円  

 

 

 

●水道事業費用 

  営業費用            1,421,970千円 

 

 営業外費用            331,596千円 

 

 特別損失          3千円 

 

 予備費           20,000千円 

    資本的収入及び支出の主な内訳 
 

●資本的収入 

 企業債         193,600千円 

 

 固定資産売却代金      1千円 

 

 負担金         14,071千円 

 

 補助金        103,123千円 

 

●資本的支出 

 建設改良費       266,187千円 

 

 企業債償還金      541,131千円 
 

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額496,523

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額9,604千円、過年度分損益勘定留保資金

207,071千円及び当年度分損益勘定留保資金279,848

千円で補てんします。 
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平成２２年度の国及び地方財政の状況 

平成２２年度における国の予算は、新政権のもと「いのちを守る予算」として、コンクリートか

ら人へ、政治主導の徹底、予算編成プロセスの透明化という３つの変革を実行し、子育て、雇用、

環境、科学技術に特に重点を置いたものになっています。しかしながら、一般会計総額は政権公約

の施策を盛り込んだこともあり、初めて９０兆円を突破し、特に社会保障費は子ども手当ての創設

もあって一般歳出の５０％を超え、更に景気低迷で税収が大きく落ち込んだため、新規国債発行額

は過去最高の４４兆３０００億円に達しており、今後の財政運営は一層厳しい局面を迎えます。 

また、地方財政については、景気後退等に伴う地方税収や地方交付税の原資となる国税収入が引

き続き落ち込む中で、社会保障費関係経費の自然増等により、地方の財源不足が過去最大規模に拡

大することとなりました。このため、給与関係経費の削減や公共事業を大幅に圧縮するなど歳出削

減を進めるとともに、地域主権改革と公共サービスの確保のために、地方交付税が1.1兆円、臨時財
政対策債が2.6兆円増額されるなど地方への配慮がなされています。しかしながら、地方税収も3.7兆
円と大幅に減収が見込まれるなど、厳しい財政状況が続くと考えられます。  

区 分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

国
の
一
般 

 

会
計 

財政規模 796,860 829,088 830,613 885,480 922,992 

伸び率 △ 3.04 4.04 0.18 6.61 4.24 

一般歳出 463,660 469,784 472,845 517,310 534,542 

伸び率 △ 1.94 1.32 0.65 9.40 3.33 

地
方
財
政 

 

計
画 

財政規模 831,508 831,261 834,014 825,557 821,268 

伸び率 △ 0.74 △ 0.03 0.33 △ 1.01 △ 0.52 

一般歳出 664,801 657,350 657,626 662,186 663,289 

伸び率 △ 1.25 △ 1.12 0.04 0.69 0.17 

平成２２年度予算編成方針 

篠山再生計画行財政改革編の実行により、平成２１年度予算については懸案の課題に取り組むこと

ができました。平成２２年度においても引き続き再生計画を着実に推進することにより重要課題の解

決と財政の健全化に取り組むこととします。しかしながら歳入面においては、市税については景気悪

化により企業収益の大幅な落ち込みが予想され、また合併による地方交付税の特例措置である合併算

定替の段階的縮減が平成２２年度からはじまるなど依然として厳しい局面にあり、さらなる行財政改

革にも取り組む必要があります。 
以上の趣旨を踏まえ「ふるさと日本一、篠山市」をめざして、職員一人ひとりが限られた財源で最

大の効果を発揮できるように、予算編成にあたって以下の方針を示しました。（平成21年10月） 
＜基本的事項＞ 

１ 篠山再生計画への対応について 

昨年度に続き篠山再生計画〔行財政改革編〕及び〔まちづくり編〕にある取組項目については

その内容に沿って予算要求をおこなうこと。 
市税や使用料等については滞納の解消に努めるとともに適正な受益者負担を図ること。 

２ 施策評価による予算要求について 

施策評価の結果をもとに各事務事業において重点化あるいは見直し・廃止を行うなど限られた

人員・財源の中でメリハリのある要求をすること。 
３ 特別会計、企業会計の自立性・健全性について 

経営のさらなる効率化と健全経営の維持に取り組むとともに、一層の自助努力により一般会計

からの繰入金の抑制に努めること。 
４ その他 

予算要求については、現行制度の枠組みで行うこと。なお、今後の国の動向によっては、制度

改正や地方財政対策などの大きな変動も考えられ、予算編成についてはその都度弾力的な対応

を行うが、他市の状況を含め県等に対して積極的に情報収集につとめること。 

（単位：億円、％） 
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区 分 
平成２２年度 平成２１年度 

増減額 増減率 
  構成比   構成比 

市            税 5,165,597 25.0 5,466,886 23.6 △ 301,289 △ 5.5 

地 方 譲 与 税 280,744 1.4 295,540 1.3 △ 14,796 △ 5.0 

利 子 割 交 付 金 16,159 0.1 33,251 0.1 △ 17,092 △ 51.4 

配 当 割 交 付 金 12,953 0.1 13,118 0.1 △ 165 △ 1.3 

株式等譲渡所得割交付金 5,301 0.0 5,369 0.0 △ 68 △ 1.3 

地 方 消 費 税 交 付 金 381,279 1.8 386,380 1.7 △ 5,101 △ 1.3 

ゴルフ場利用税交付金 160,734 0.8 166,256 0.7 △ 5,522 △ 3.3 

自 動 車取得税交付金 98,605 0.5 117,910 0.5 △ 19,305 △ 16.4 

地 方 特 例 交 付 金 94,617 0.5 73,872 0.3 20,745 28.1 

地 方 交 付 税 9,050,000 43.7 9,300,000 40.1 △ 250,000 △ 2.7 

交通安全対策特別交付金 12,100 0.1 10,800 0.1 1,300 12.0 

分 担 金 及 び 負 担 金 340,254 1.6 373,657 1.6 △ 33,403 △ 8.9 

使 用 料 及 び 手 数 料 636,103 3.1 621,626 2.7 14,477 2.3 

国 庫 支 出 金 1,462,057 7.1 1,109,235 4.8 352,822 31.8 

県 支 出 金 1,062,028 5.1 991,228 4.3 70,800 7.1 

財 産 収 入 52,312 0.2 43,896 0.2 8,416 19.2 

寄 附 金 10,001 0.0 10,001 0.0 0 0.0 

繰 入 金 140,763 0.7 1,392,405 6.0 △ 1,251,642 △ 89.9 

繰 越 金 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0 

諸 収 入 339,693 1.6 397,770 1.7 △ 58,077 △ 14.6 

市 債 1,314,700 6.4 2,310,800 10.0 △ 996,100 △ 43.1 

合 計 20,686,000 100.0 23,170,000 100.0 △ 2,484,000 △ 10.7 

一般会計歳入 
（単位：千円、％） 
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 平成２２年度の歳入の状況は、まず市税が５１億６，５６０万円、対前年度比３億１２９万円、

５．５％の減となっています。主な要因は景気の低迷が続く中で個人市民税が対前年度比１億２，

０１４万円、６．２％の減、及び法人市民税が対前年度比９，４６２万円、２６．７％の減と大き

く落ち込んだことによります。また、固定資産税についても、地価の下落による減が大きく影響し

対前年度比８，１８３万円、２．９％の減となり大変厳しい状況となっています。軽自動車税につ

いては、消費者の低燃費志向もあり対前年度比２２７万円、２．０％の増と概ね堅調に推移してい

ます。入湯税については、入湯者数が引き続き減となる見込みにより対前年度比６７２万円、１

９．０％の大幅な減となりました。 

  



 

 

 地方譲与税については２億８，０７４万円、対前年度比１，４８０万円、５．０％の減となっていま

す。その内訳は、自動車重量譲与税が２億７４７万千円、対前年度比１，４９０万円、６．７％の減、

地方揮発油譲与税が地方譲与税からの移行もあり７，３２８万円、対前年度比２，７３７万円、５９．

６％の増で、以降の交付金も同様に決算見込み額及び地方財政計画の伸び率により見込んでいます。地

方消費税交付金をはじめとする６つの県税交付金は６億７，５０３万円、対前年度比４，７２５万円、

６．５％の減と景気の低迷を受けて全て減額で、特に利子割交付金は、対前年度比１，７０９万円、５

１．４％の大幅な減額となっています。地方特例交付金は９，４６２万円、対前年度比２，０７５万

円、２８．１％の増額で、特に児童手当及び子ども手当特例交付金が子ども手当ての創設で３，９７５

万円、対前年度比２，７１９万円、２１６．４％の大幅増によるものです。   

 地方交付税は９０億５，０００万円、対前年度比２億５，０００万円、２．７％の減で、この要因

は、普通交付税が８２億３，０００万円、対前年度比２億５，０００万円、２．９％の減によるもの

で、基準財政需要額が公債費の償還額の１億２，０００円程度の減少が見込まれるものの、国の地方財

政対策により全国規模で１．１兆円が加算されたことにより前年度並みに見込まれる一方、基準財政収

入額については市税や譲与税・交付金が減となることから減を見込んでおり、交付基準額としては増が

見込まれますが、臨時財政対策債への振替額が３８．１％の大幅増となっている上に、一本算定による

基準財政需要額の減を１億６，５００万円程度見込まれ、交付見込み額は差引き減となっています。特

別交付税については、前年度と同額の８億２，０００万円を見込んでいます。 

 国庫支出金は１４億６，２０６万円で、対前年度比３億５，２８２万円、３１．８％の増で、国庫負

担金では、民生費国庫負担金のうち、子ども手当負担金が５億１，５５１万円の増額、生活保護費負担

金が４，６０２万円の増額、国庫補助金では土木費国庫補助金の市道大沢新栗栖野線改良に係る道路橋

りょう費補助金が７，５５０万円の減額、教育費補助金では、小中学校の耐震補強のため安全・安心な

学校づくり交付金が１億５，３０６万円の減額などです。 

 県支出金は１０億６，２０３万円で、対前年度比７，０８０万円、７．１％の増で、県負担金では民

生費負担金の子ども手当負担金が７，０２３万円の増額、県補助金では農林水産業費補助金のうち新山

村振興等農林漁業特別対策事業補助金３，１６３万円の増額、中山間地域総合整備・村づくり交付金事

業補助金合わせて３，７３２万円の減額などです。 
 繰入金は１億４，０７６万円で、対前年度比１２億５，１６４万円、８９．９％の大幅な減です。主

なものは地域福祉基金繰入金が４億９，１３１万円の減額と財政調整基金繰入金が、昨年度は市債の繰

上償還に充てるため５億８，４００万円を繰り入れていましたのが、今年度は皆減となったことによる

もので、当初予算での財政調整基金繰入れがないのは合併後初めてとなっています。 

最後に、市債は１３億１，４７０万円で、対前年度比９億９，６１０万円、４３．１％の減です。主

なものは市営住宅の整備にかかる公営住宅建設事業債が１，０７０万円の増額、臨時財政対策債が地方

財政対策により１１億８，８００万円と対前年度比３億２，８００万円、３８．１％の大幅増額、逆に

兵庫医大篠山病院の建設に伴う合併特例債が昨年度１１億９，２５０万円、学校耐震化にかかる教育・

福祉施設等整備事業債が６，１７０万円あったものが今年度は皆減となったことによるものです。 
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区   分 
平成２２年度 平成２１年度 

増減額 増減率 
  構成比   構成比 

市民税 2,083,385 40.3 2,298,148 42.0 △ 214,763 △ 9.3 

  個人市民税 1,823,829 35.3 1,943,968 35.5 △ 120,139 △ 6.2 

  法人市民税 259,556 5.0 354,180 6.5 △ 94,624 △ 26.7 

固定資産税 2,722,592 52.7 2,804,420 51.3 △ 81,828 △ 2.9 

  固定資産税 2,693,472 52.1 2,776,187 50.8 △ 82,715 △ 3.0 

  
国有資産等所在市町

村交付金及び納付金 29,120 0.6 28,233 0.5 887 3.1 

軽自動車税 113,899 2.2 111,634 2.0 2,265 2.0 

市たばこ税 217,127 4.2 217,369 4.0 △ 242 △ 0.1 

入湯税 28,594 0.6 35,315 0.7 △ 6,721 △ 19.0 

合   計 5,165,597 100.0 5,466,886 100.0 △ 301,289 △ 5.5 

市税の内訳 （単位：千円、％） 



 

 

市税と市債の推移 

普通交付税の推移 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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普通交付税等の推移
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一般会計歳出 

 総務費は、２３億５８１万円、対前年度比１，５８５万円、０．７％の増で、地上デジタル放送受信対策
事業や市税の賦課徴収費が増額になったものの、築城４００年記念事業やチルドレンズミュージアム管理費

が今年度は皆減になったことによるものです。 

民生費は４５億２３万円、対前年度比５億７，０３６万円、１４．５％の増で、新たな子ども手当て支給

事業や認定こども園の運営事業、介護基盤の緊急整備特別対策事業による増額、障害者自立支援法給付事業

や生活保護措置事業などの給付が増額、国民健康保険特別会計（事業勘定）への繰出金や老人医療費助成事

業が減額になったことによるものです。 

 衛生費は、１９億３，１１１万円、対前年度比１９億１，７３８万円、４９．８％の大幅な減で、兵庫医

大篠山病院の建設補助が今年度は皆減になったことによるものです。 

 農林水産業費は、１２億３，９２７万円、対前年度比１，６６１万円、１．４％の増で、農都宣言を具体

的に推進するために、新山村振興等農林漁業特別対策事業や特産物対策事業、獣害対策事業、里山林再生事

業等の増額と、国の公共事業削減を反映して中山間地域総合整備事業や村づくり交付金事業の減額によるも

のです。 

 商工費は、２億６，１２２万円、対前年度比４，２９２万円、１９．７％の増で、観光まちづくり推進事

業や企業誘致促進費の増額によるものです。 

 土木費は、１９億２，４９５万円、対前年度比１億９，４０１万円、９．２％の減で、景観形成事業や市

営住宅の改修に伴う市営住宅管理費が増額になったものの、国庫補助道路整備事業や下水道事業（公共・特

環）特別会計への繰出金の減額によるものです。 

 消防費は、６億５，５４０万円、対前年度比２４１万円、０．４％の減で、防災基盤整備事業の増額と、

消防団員の退職報償金の減に伴う非常備消防費の減によるものです。 

 教育費は、２３億２，５３１万円、対前年度比２億６，２４２万円、１０．１％の減で、小学校教育振興

費や篠山城跡保存修理事業の増額、小中学校耐震化事業や特別支援学校増築事業の減によるものです。 

 公債費は、５０億４，３６９万円、対前年度比９億４８１万円、１５．２％の減で、市債の繰上償還が今

年度は皆減になったことと通常償還の元金と利子の減によるものです。 

区分 
平成２２年度 平成２１年度 

増減額 
  構成比   構成比 

議会費 173,202  0.9 172,762  0.7 440 0.3 

総務費 2,305,810  11.1 2,289,963  9.9 15,847 0.7 

民生費 4,500,226  21.8 3,929,863  17.0 570,363 14.5 

衛生費 1,931,114  9.3 3,848,496  16.6 △ 1,917,382 △ 49.8 

労働費 8,293  0.0 8,651  0.1 △ 358 △ 4.1 

農林水産業費 1,239,274  6.0 1,222,668  5.3 16,606 1.4 

商工費 261,218  1.3 218,296  0.9 42,922 19.7 

土木費 1,924,953  9.3 2,118,964  9.1 △ 194,011 △ 9.2 

消防費 655,403  3.2 657,809  2.8 △ 2,406 △ 0.4 

教育費 2,325,313  11.2 2,587,736  11.2 △ 262,423 △ 10.1 

公債費 5,043,694  24.4 5,948,501  25.7 △ 904,807 △ 15.2 

諸支出額 227,500  1.1 76,291  0.3 151,209 198.2 

予備費 90,000  0.4 90,000  0.4 0 0.0 

計 20,686,000  100.0 23,170,000  100.0 △ 2,484,000 △ 10.7 

増減率 

１ 目的別歳出の内訳 

（単位：千円、％） 
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人件費は、３７億３５３万円、対前年度比９，２４３万円、２．６％の増となっています。内訳は、職員

給与の引き下げにより２億９，７５４万円の削減効果額を上げているものの、国の制度改正により児童手

当・子ども手当で２，４１３百万円の増、共済組合の負担金率・追加費用率の変更により６，５２０万円が

増となっています。 

 扶助費は、２１億７，６６３万円、対前年度比５億１，４２５万円、３０．９％の大幅な増となっていま

す。内訳は今年度からはじまる子ども手当により６億５，６００万円が増となったことによるもので、逆に

従来の児童手当については、子ども手当に切り替わることから、対前年度比２億５ ，７３５万円、８３．

７%の大幅な減となっています。また、生活保護費については、対象者の増により６，２０２万円、２４．

５％の増となっています。 

 公債費については、５０億４，３６５万円、対前年度比９億４８１万円、１５．２％の減となっていま

す。内訳は、補償金免除繰上償還が終了したことにより６億４，９００万円の減、通常の元金・利子につい

ては繰上償還の効果もあり２億５，０９５万円の減となっています。 

 これらをあわせた義務的経費は、１０９億２，３８１万円、対前年度比２億９，８１３万円、２．７％の

減で２年連続の減となっています。 

 物件費については、３５億７，１９９万円、対前年度比２，７４１万円、０．８％の増となっています。

内訳は、チルドレンズミュージアムの管理運営については、３，１９４万円の皆減、学校の教科書改訂によ

り２，７１７万円の増、学校の統合等によりスクールバスの運行委託料が９８９万円増、認定こども園・預

かり保育事業における人員配置により１，５１５万円の増となっています。 

 補助費等については、２０億９，２１７万円、対前年度比１，８４５万円、０．９％の増となっていま

す。内訳は水道事業への繰出金が１，０８５万円の増が主な要因です。 

 積立金については、２億２，８５０万円、対前年度比１億５，１７０万円、１９７．５％の増となってい

ます。内訳は、減債基金の積立１億４，０６２万円をおこなうことによるものです。 

 投資的経費に関しては、７億２，３５６万円、対前年度比２２億９，６０９万円、７６．０％の大幅な減

となっています。内訳は、補助事業では小学校及び中学校の学校耐震化工事が２億３，７８１千円減となっ

たことにより対前年度比１億５，３０９万円、３０．３％の減となりました。単独事業では昨年度実施した

兵庫医大篠山病院の建設に伴う補助金１９億１，３７５万円が減少したことから、対前年度比２１億４，３

００万円、８５．２％の大幅な減となっています。 
  

２ 性質別歳出の内訳 

区  分 
平成２２年度 平成２１年度 

増減額 
  構成比   構成比 

義務的経費 10,923,808 52.8  11,221,935 48.4  △ 298,127 △ 2.7 

   人件費 3,703,527 17.9  3,611,096 15.6  92,431 2.6 

   扶助費 2,176,634 10.5  1,662,385 7.2  514,249 30.9 

   公債費 5,043,647 24.4  5,948,454 25.6  △ 904,807 △ 15.2 

物件費 3,571,988 17.3  3,544,576 15.3  27,412 0.8 

維持補修費 42,513 0.2  37,588 0.2  4,925 13.1 

補助費等 2,092,165 10.1  2,073,716 9.0  18,449 0.9 

積立金 228,496 1.1  76,797 0.3  151,699 197.5 

投資及び出資・貸付金 3,600 0.0  23,600 0.1  △ 20,000 △ 84.7 

繰出金 3,009,866 14.6  3,082,135 13.3  △ 72,269 △ 2.3 

投資的事業 723,564 3.5  3,019,653 13.0  △ 2,296,089 △ 76.0 

  普通建設事業 723,564 3.5  3,019,653 13.0  △ 2,296,089 △ 76.0 

    補助事業 352,199 1.7  505,288 2.2  △ 153,089 △ 30.3 

    単独事業 371,365 1.8  2,514,365 10.8  △ 2,143,000 △ 85.2 

予備費 90,000 0.4  90,000  0.4  0 0.0 

合  計 20,686,000 100.0  23,170,000 100.0  △ 2,484,000 △ 10.7 

増減率 
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主な財政指標 

  会計区分 
平成11年度 

末現在高 

平成12年度 

末現在高 

平成13年度 

末現在高 

平成14年度 

末現在高 

平成15年度 

末現在高 

平成16年度 

末現在高 

平成17年度 

末現在高 

平成18年度 

末現在高 

平成19年度 

末現在高 

平成20年度

末現在高 

平成21年度

末 現 在 高 

見込額 

  一般会計 29,829,739  36,923,724  45,061,601  51,521,323  55,992,494  55,467,713  53,855,024  51,615,350  47,945,558  44,188,172  41,010,717  

  一般会計      計 29,829,739  36,923,724  45,061,601  51,521,323  55,992,494  55,467,713  53,855,024  51,615,350  47,945,558  44,188,172  41,010,717  

  住宅資金特別会計 383,781  347,744  300,674  258,642  214,387  174,811  147,524  118,035  96,572  73,299  36,925  

  観光施設事業特別会計     200,000  200,000  200,000  200,000  188,236  176,472  164,708  152,944  141,180  

  土地取得特別会計 359,959  12,164  6,214                  

  
下 水 道 事 業 特 別 会 計 

 （公共下水道） 
8,363,383  9,202,803  10,776,867  12,341,848  14,064,380  14,611,717  14,435,820  13,954,651  13,534,702  12,934,813  12,481,135  

  
下 水 道 事 業 特 別 会 計                  

（特定環境保全公共下水道） 
7,309,914  9,852,527  11,891,004  13,779,303  14,357,369  14,157,704  13,845,706  13,497,554  13,076,284  12,653,136  12,214,321  

  農業集落排水事業特別会計 6,233,522  7,791,719  9,117,861  10,752,132  11,736,017  11,854,283  11,637,400  11,370,309  11,047,739  10,719,100  10,365,675  

  宅地造成事業特別会計 46,710  50,620  104,520  92,420  80,320  68,220  56,120          

  
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計          

（直営診療所） 
83,488  74,565  65,224  55,442  45,451  34,991  24,036  15,363        

  特別会計      計 22,780,757  27,332,142  32,462,364  37,479,787  40,697,924  41,101,726  40,334,842  39,132,384  37,920,005  36,533,292  35,239,236  

  水道事業会計 6,055,966  7,303,716  9,842,340  12,970,139  15,521,122  16,493,503  17,574,379  17,726,139  17,631,452  17,161,687  16,590,620  

  ガス事業会計 363,686  713,511  1,328,420  1,393,892  1,391,096              

  国民宿舎特別会計 15,777  12,235                    

  公営企業会計      計 6,435,429  8,029,462  11,170,760  14,364,031  16,912,218  16,493,503  17,574,379  17,726,139  17,631,452  17,161,687  16,590,620  

59,045,925  72,285,328  88,694,725  103,365,141  113,602,636  113,062,942  111,764,245  108,473,873  103,497,015  97,883,151  92,840,573    合     計 

平成22年度

末 現 在 高 

見込額 

38,109,037  

38,109,037  

31,625  

  

  

12,214,360  

11,801,319  

10,014,692  

  

  

34,061,996  

16,243,089  

  

  

16,243,089  

88,414,122  

会計別地方債残高 

（単位：千円、％） 
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  平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 

経常収支比率 78.8  81.5  80.6  84.8  86.5  94.3  

公債費比率 16.3  17.2  18.1  18.7  19.5  20.7  

起債制限比率（３ヵ年平均） 10.7  11.8  12.6  12.9  13.0  13.2  

実質公債費比率（３ヵ年平均） - - - - - - 

将来負担比率 - - - - - - 

財政力指数 0.468  0.489  0.503  0.498  0.483  0.475  

標準財政規模等 13,906,693  14,122,268  14,430,003  14,587,276  14,753,251  14,841,305  

       

  平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 
平成21年度 

決算見込 

平成22年度 

当初予算 

経常収支比率 92.3  97.2  97.7  95.6  94.9  96.0  

公債費比率 20.8  21.5  22.6  21.3  19.5  18.5  

起債制限比率（３ヵ年平均） 13.2  13.3  13.7  14.2  14.2  13.3  

実質公債費比率（３ヵ年平均） 16.0  17.9  19.5  21.7  22.9  23.4  

将来負担比率 - - 298.8  308.5  307.8  302.8  

財政力指数 0.462  0.460  0.453  0.448  0.432  0.423  

標準財政規模等 15,217,367  15,667,817  15,743,061  16,009,205  16,221,931  15,885,666  



 

 

会計名 
平成22年度    

当初予算額 

平成21年度    

当初予算額 
増減額 前年度対比 

一般会計   計 20,686,000 23,170,000 △ 2,484,000 △ 10.7 

住宅資金特別会計 14,843 40,462 △ 25,619 △ 63.3 

下水道事業特別会計 2,728,019 2,572,699 155,320 6.0 

  公共下水道 1,661,726 1,477,406 184,320 12.5 

  特定環境保全公共下水道 1,066,293 1,095,293 △ 29,000 △ 2.6 

農業集落排水事業特別会計 770,013 789,496 △ 19,483 △ 2.5 

公営駐車場事業特別会計 4,801 4,801 0 0.0 

観光施設事業特別会計 -  32,926 △ 32,926 皆減 

国民健康保険特別会計 4,957,763 4,821,541 136,222 2.8 

  事業勘定 4,763,769 4,628,618 135,151 2.9 

  直営診療所勘定 193,994 192,923 1,071 0.6 

老人保健特別会計 304 8,211 △ 7,907 △ 96.3 

後期高齢者医療特別会計 520,046 494,600 25,446 5.1 

介護保険特別会計 3,438,815 3,244,902 193,913 6.0 

  介護保険事業勘定 3,414,850 3,205,106 209,744 6.5 

  介護サービス事業勘定 23,965 39,796 △ 15,831 △ 39.8 

特別会計   計 12,434,604 12,009,638 424,966 3.5 

農業共済事業会計 113,926 129,126 △ 15,200 △ 11.8 

水道事業会計 2,580,887 2,708,796 △ 127,909 △ 4.7 

企業会計     計 2,694,813 2,837,922 △ 143,109 △ 5.0 

合        計 35,815,417 38,017,560 △ 2,202,143 △ 5.8 

会計別当初予算額一覧 
（単位：千円、％） 
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基   金   名 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

残  高 残  高 残  高 
残高  (3月

補正後) 
当  初 積立額 取崩額 残  高 

 財政調整基金     2,532,974 2,331,060 2,875,870 2,754,832 2,754,832 5,375   2,760,207 

 減債基金     396,239 386,939 214,396 211,791 211,791 149,394   361,185 

3,795,654 3,903,383 4,120,683 3,493,343 3,493,343 73,727 130,948 3,436,122 

  

う
ち
主
な
基
金 

公共施設整備基

金 
22,207 28,579 56,826 101,822 101,822 1,356 54 103,124 

丹波篠山ふるさと

基金 
0 78,267 65,269 48,791 48,791 10,094 9,288 49,597 

地域振興基金 2,000,000 2,270,000 2,605,000 2,470,000 2,470,000 4,940 4,940 2,470,000 

観光まちづくり基

金 
      15,896 15,896 24,148   40,044 

 一般会計 合計     6,724,867 6,621,382 7,210,949 6,459,966 6,459,966 228,496 130,948 6,557,514 

 その他特目基金     

基金残高 
（単位：千円） 


